
平成２８年度施策の事前分析表
（資料１～資料４）

参考資料４



＊厚生労働省では、基本目標＞施策大目標＞施策目標を設定して、政策を実施しています。

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

2,856,121,804 2,887,388,450 2,937,709,050 2,954,697,772 2,963,310,447

-22,695,078 3,834,619 -58,462,281 -478,884 －

40,143,200 -14,239,432 14,239,432 -11,062,132 －

2,873,569,926 2,876,983,637 2,893,486,201 2,943,156,756 2,963,310,447

2,840,888,345 2,858,706,165 2,833,757,070 2,886,462,570

98.9% 99.4% 97.9% 98.1%

基準年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

34万件 34万件

226,411件 -

年間新規相
談件数の
50%

年間新規相
談件数の
50%

年間新規相
談件数の約
25％

-

プラン作成
件数の60%

プラン作成
件数の60%

プラン作成
件数の約
50%

-

40% 42%

-

37%以上 41%以上 44.7%以上 46.3%以上
前年度末時
点以上

41.0% 44.7% 46.3% 47.6% -

－ -

集計中 -

－ －
施策の予算額・執行額

当初予算(a)

補正予算(b)

施策の背景・枠組み
（根拠法令、政府決定、関連計画等）

・　生活保護法（昭和25年法律第144号）第１条において、この法律は、日本国憲法第25条に規定する理念に基づき、国が生活に困窮するすべての国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行
い、その最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長することを目的とすることが規定されている。
・　また、生活困窮者自立支援法（平成25年法律第105号）において、この法律は、生活困窮者自立相談支援事業の実施、生活困窮者住居確保給付金の支給その他の生活困窮者に対する自立の支援
に関する措置を講ずることにより、生活困窮者の自立を図ることを目的とすることが規定されている。
国、都道府県、市及び福祉事務所を設置する町村等の責務については、生活困窮者自立支援法第３条にて、適切に生活困窮者自立相談支援事業及び生活困窮者住居確保給付金の支給を行うこと等
を規定している。

合計(d=a+b+c)

繰越し等©

予算の状
況

（千円）

執行額(千円、e)

執行率(％、e/d）

2,995,116,911

測定指標
（定量的）

平成28年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策目標名
生活困窮者に対し適切に福祉サービスを提供するとともに、地域社会のセーフティネット機能を強化し、地域の要援護者の福祉の向上を図
ること（施策目標Ⅶ-１-１）

作成責任者名
保護課長　　　　鈴木　建一
地域福祉課長　金井　正人

施策の概要
本施策は生活困窮者等に対する生活保護を適正に実施するとともに、生活保護に至る前の段階での自立を図るための包括的な相談支援
や就労支援等を実施している。

29年度要求額区分

政策体系上の
位置づけ

基本目標Ⅶ　ナショナル・ミニマムを保障し、利用者の視点に立った質の高い福祉サービスの提供等を図ること
施策大目標１　生活困窮者に対し適切に福祉サービスを提供するとともに、地域社会のセーフティネット機能を
　　　　　　　　　強化し、地域の要援護者の福祉の向上を図ること

社会・援護局
担当
部局名

関係部分（概要・記載箇所）

47.6%

-

平成27年
度末時点

40万件 平成30年度

毎年度

就労支援がプランに盛り込まれた者が、支援によって就労及び増収することは、就労支援を大きな柱としている生活困窮者自立支援制度として重
要であることから、本指標を選定し、平成26年度に実施したモデル事業に先駆的に取り組み、就労支援のノウハウを有する地方公共団体のH27年
度前半の実績を踏まえ、平成30年度までに45%とすることを目標値としている。なお、制度施行後3年見直しとされているためH30年度を目標年度と
した（施行は平成27年度）。
【APのKPIは、施策の達成状況を表すものになっており、APのKPIと同じ指標を測定指標として設定】

-

- 60%

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

目標年度

1

5

自立相談支援事業における生活困
窮者の年間新規相談件数
【AP改革項目関連：社会保障分野
㊸】
【APのKPI】

住居確保給付金受給中に常用就職
した者の割合
※平成21年10月より住宅手当
※平成25年度より住宅支援給付金
※平成27年度より住居確保給付金

-

年度ごとの実績値

前年度末
時点以上

生活困窮者自立支援制度においては、まずは早期に対象者を把握し、相談により、相談者の状況に応じた支援に適切につなぐ事が重要。この取
組が確実に行われているかを評価するため、本指標を選定し、福祉事務所来訪者（推計80万人）のうち、生活保護に至らない者の推計数が年間40
万人であることを踏まえ、平成30年度までに40万件とすることを目標値としている。なお、制度施行後3年見直しとされているため平成30年度を目標
年度とした（施行はH27年度）。
【APのKPIは、施策の達成状況を表すものになっており、APのKPIと同じ指標を測定指標として設定】

離職者がその就職活動に専念できるよう、就職活動の基盤である住まいを確保するため家賃相当額を給付しているが、この給付が離職者の就職
支援につながっているかを評価するため、本指標を選定し、前年度末時点の実績を上回ることを目標値としている。

自立生活のためのプラン作成件数
【AP改革項目関連：社会保障分野
㊸】
【APのKPI】

年度ごとの目標値

平成30年度3

自立生活のためのプランに就労支
援が盛り込まれた対象者数
【AP改革項目関連：社会保障分野
㊸】
【APのKPI】

- -

政策評価実施予定
時期(評価予定表）

施政方針演説等の名称 年月日

支援対象者の課題解決に向け自立支援のためのプランを作成するが、支援の中でも就労支援が大きな柱になることから、本指標を選定し、平成26
年度に行ったモデル事業の実績を踏まえ、平成30年度までにプラン作成件数の60%とすることを目標値としている。なお、制度施行後3年見直しとさ
れているため平成30年度を目標年度とした（施行は平成27年度）。
【APのKPIは、施策の達成状況を表すものになっており、APのKPIと同じ指標を測定指標として設定】

－

基準値 目標値

2,995,116,911

施策に関係する内
閣の重要施策（施
政方針演説等のう
ち主なもの）

6 平成30年度

-
年間新規
相談件数
の50%

平成30年度

45% 平成30年度

生活保護受給者の自立を助長するため、各地方公共団体においては、被保護者就労支援事業・被保護者就労準備支援事業等を実施している。こ
れらの事業の取組状況を評価するため、本指標を選定している。なお、「経済・財政再生計画改革行程表」において、平成30年度に60％とすること
を目標としている。
【APのKPIは、施策の達成状況を表すものになっており、APのKPIと同じ指標を測定指標として設定】

被保護者就労支援事業等の参加率
【AP改革項目関連：社会保障分野
㊵】
【APのKPI】

-

2

4

就労支援プラン対象者のうち、就労
した者及び就労による収入が増加し
た者の割合
【AP改革項目関連：社会保障分野
㊸】
【APのKPI】

- -

支援にあたっては、対象者の課題解決に向けて課題を総合的に整理し、自立支援のために各支援機関において支援内容や役割分担を共有・「見
える化」することが重要。この取組が確実に行われているかを評価するため、本指標を選定し、平成26年度に行ったモデル事業の実績を踏まえ、平
成30年度までに年間新規相談件数の50%とすることを目標値としている。なお、制度施行後3年見直しとされているためH30年度を目標年度とした
（施行は平成27年度）。
【APのKPIは、施策の達成状況を表すものになっており、APのKPIと同じ指標を測定指標として設定】

プラン作成
件数の60%

（厚生労働省２８（Ⅶ－１－１））

２４ ２５ ２６ ２７ ２８

○



－ -

集計中 -

- -

31.4% 32.1% 34.3% 集計中 -

100%

-

100%

-

- -

48.2%（平成25
年６月審査
分）

58.7%（平成26
年６月審査
分）

63.8%（平成
27年６月審
査分）

-

100% 100% 100% 100% 100%

99.9% 100.0% 100.0% 集計中 -

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

12
指導監査対象福祉事務所に対する
監査実施数

- - 100% 毎年度

目標年度

最後のセーフティネットである生活保護が適切に機能するよう、都道府県が生活保護指導職員を配置し、毎年度管内福祉事務所に対して指導監査
を実施している。この取組が確実に行われているかを評価するため、本指標を選定している。

施策の進捗状況（実績）

毎年度

後発医薬品の使用促進については、生活保護の医療扶助においても、更なる使用促進を図るため、後発医薬品の使用割合（調剤）が75％未満の
地方公共団体においては、その理由を分析し、対応方針を記した「後発医薬品使用促進計画」を策定することとしており、該当する地方公共団体に
おける策定状況を評価するため本指標を選定している。なお、「経済・財政再生計画改革行程表」において、目標値を100％としている。
【APのKPIは、施策の達成状況を表すものになっており、APのKPIと同じ指標を測定指標として設定】

生活保護受給者の自立を助長するため、福祉事務所を設置する地方公共団体においては、被保護者就労支援事業・被保護者就労準備支援事業
等を実施している。これらの事業の効果を評価するため本指標を選定している。なお、「経済・財政再生計画改革行程表」において、平成30年度に
45％とすることを目標としている。
【APのKPIは、施策の達成状況を表すものになっており、APのKPIと同じ指標を測定指標として設定】

生活保護受給者が適正な受診をすることは、本人の最低限度の生活を保障することに加え、制度に対する国民からの信頼を確保する点において
も重要。そのため、各地方公共団体において診療日数が過度に多い生活保護受給者に対しては、個々の状況を把握し、必要に応じて指導等を行
い、適正受診を図るための取組みを行っている。この取組みの実施状況を評価するため本指標を選定している。なお、「経済・財政再生計画改革行
程表」において、目標値を100％としている。
【APのKPIは、施策の達成状況を表すものになっており、APのKPIと同じ指標を測定指標として設定】

測定指標
（定性的）

目標 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
施策の進捗状況（目標）

（参考）測定指標

被保護者就労支援事業等に参加し
た者のうち、就労した者及び就労に
よる収入が増加した者の割合
【AP改革項目関連：社会保障分野
㊵】
【APのKPI】

7 - - 50% 平成30年度

生活保護受給者の自立を助長するため、福祉事務所を設置する地方公共団体においては、被保護者就労支援事業・被保護者就労準備支援事業
等を実施している。これらの事業の効果を評価するため、本指標を選定している。なお、「経済・財政再生計画改革行程表」において、平成30年度に
50％とすることを目標としている。
【APのKPIは、施策の達成状況を表すものになっており、APのKPIと同じ指標を測定指標として設定】

8

「その他の世帯」（※）の就労率（就
労者のいる世帯の割合）
（※）生活保護世帯のうち、高齢者世
帯、母子世帯、障害者世帯、傷病者
世帯以外の世帯をいう。
【AP改革項目関連：社会保障分野
㊵】
【APのKPI】

- - 45% 平成30年度

- - 100% 毎年度

9

医療扶助の適正化に向けた地方公
共団体における後発医薬品使用促
進計画の策定率
【AP改革項目関連：社会保障分野
㊶】
【APのKPI】

- - 100%

11

生活保護受給者の後発医薬品の使
用割合
【AP改革項目関連：社会保障分野
㊶】
【APのKPI】

- - 75% 平成29年度
後発医薬品の使用促進については、生活保護の医療扶助においても各種の取組を実施しているが、その効果を評価するため本指標を選定してい
る。なお、「経済・財政再生計画改革行程表」において、平成29年央までに使用割合を75％とすることを目標としている。
【APのKPIは、施策の達成状況を表すものになっており、APのKPIと同じ指標を測定指標として設定】

10

医療扶助について頻回受診対策を
実施する地方公共団体
【AP改革項目関連：社会保障分野
㊶】
【APのKPI】



２６年度 ２７年度

(1) 保護費負担金（昭和６年度）

2,819,412
百万円
（2,760,753
百万円）

2,833,948
百万円
（2,784,501
百万円）

2,871,112
百万円

6,7,8,9,10,11 676

(2)
中国残留邦人生活支援給付金(平
成20年度)

9,706百万
円

（9,484百万
円）

9,745百万
円

（8,297百万
円）

9,198百万
円

－ 677

(3)
保護施設事務費負担金（昭和６年
度）

28,556百万
円

（27,834百
万円）

29.425百万
円

（28,101百
万円）

29,421百万
円

－ 678

(4)
生活保護指導監査委託費（昭和30
年度）

2,031百万
円

（2,031百万
円）

1,981百万
円

（1,981百万
円）

1,949百万
円

12 675

(5)

生活困窮者自立相談支援事業費等
負担金
（平成27年度）
【AP改革項目関連：社会保障分野
㊵㊸】
【APのKPI関連】

－

21,772百万
円

（17,390百
万円）

21,772百万
円

1,2,3,4,5,6,7,8 679

(6)

生活困窮者就労準備支援等事業費
補助金（平成27年度）
【AP改革項目関連：社会保障分野
㊵㊸】
【APのKPI関連】

－

56,842百万
円

(45,749百
万円）

29,089百万
円

6,7,8,9,10,11 680

(7)
ホームレス実態調査
（平成14年度）

13百万円
（9百万円）

10百万円
(9百万円）

51百万円 － 684

(8)
日本赤十字社救護業務費等補助金
（昭和53年度）

39百万円
(39百万
円）

29百万円
(29百万
円）

29百万円 － 0681

(9)
社会福祉行政事務企画指導等経費
（平成20年度）

293百万円
（283百万
円）

306百万円
(264百万
円）

485百万円 － 682

(10)
生活保護に関する調査事業
（昭和26年度）

102百万円
（82百万
円）

103百万円
（83百万
円）

138百万円 － 683

(11)
生活困窮者自立支援制度人材研修
事業（平成26年度）

39百万円
（39百万
円）

58百万円
(57百万
円）

57百万円 － 685

(12)
「福祉のまちづくり！アワード」選考・
開催委託費（平成28年度）

－ － 10百万円 － 新28-0030

達成手段
（開始年度）

補正後予算額（執行額） ２８年度
当初
予算額

関連する
指標番号 達成手段の概要、施策目標達成への寄与の内容等

国が実施主体となり、福祉のまちづくりに取り組む地方公共団体の取組事例の収集や「福祉のまちづくりアワード」（地方公共団体によるプレゼンテーション等を行うシンポジウム）の開
催を通じて、優良事例の横展開を図り、地域福祉の更なる推進に寄与する。

社会・援護局（社会）において所掌する福祉事務所、社会福祉事業等の社会福祉に関する基本的な政策の企画、立案及び調整を図るとともに、要保護者の保護調査、生活保護法の施
行に関する指導監査、ホームレス対策等の地域福祉に関する体制の整備、社会福祉士及び介護福祉士法の施行、福祉人材の確保を図るために国において行う制度の企画、立案、調
整等の事務を実施するために必要な経費。

生活保護受給世帯の生活実態を明らかにすることにより、生活保護制度の企画運営等の効果的な実施を図る。

都道府県及び指定都市本庁に生活保護指導職員を配置し、適正な保護の実施を推進する。

・生活困窮者に対し自立相談支援事業の実施及び住居確保給付金の支給を実施することにより、生活困窮者の自立の支援を促進する。
・生活保護受給者に対し、生活保護法第55条の６に規定する、被保護者就労支援事業（就労の支援に関する問題につき、生活保護受給者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助
言を行う事業）を実施することにより、生活保護受給者の自立の支援を促進する。
【APのKPIと同じ指標を測定指標として設定しており、本事業は、生活困窮者の年間新規相談件数や就労支援事業等の参加率等を促進する効果があると見込んでいる】

ホームレス自立支援法に基づき、｢都市公園、河川、道路、駅舎その他の施設を故なく起居の場所として日常生活を営んでいる者｣を対象として、国が各都道府県に対しホームレスの人
数の調査を委託し、各都道府県の管内市町村が調査を実施する。

戦時衛生勤務に服した旧日本赤十字社従軍看護婦等に対する慰労給付金支給事務及び非常災害時における医療救護活動等に備えた研修事業であり、非常災害及び武力攻撃事態等
における救護活動等の円滑な実施を図る。
（１）旧日本赤十字社救護看護婦等慰労給付金支給事業費
受給者数：701人（Ｈ26実績）
（２）日本赤十字社救護員養成事業費
研修受講人数：2,077人（Ｈ26実績）

・生活困窮者に対し就労準備支援事業、一時生活支援事業及び家計相談支援事業等を実施することにより、生活困窮者の自立の支援を促進する。
・生活保護受給者に対し、就労に向けた動機付けや基礎能力の形成を図るための支援を行う、被保護者就労準備支援事業を実施することにより、生活保護受給者の自立の支援を促進
する。
・生活保護の適正化に関する事業等を実施する。
【APのKPIと同じ指標を測定指標として設定しており、本事業は、生活困窮者の年間新規相談件数や就労支援事業等の参加率等を促進する効果があると見込んでいる】

利用し得る資産、稼働能力、他法他施策などを活用しても、なお最低限の生活を維持できない者に対し、必要に応じた生活、住宅、教育、介護、医療、出産、生業、葬祭の各扶助を行うこ
とにより、その最低限度の生活を保障するとともにその自立の支援につながると見込んでいる。

平成２８年行政事業レビュー事業番号

生活困窮者自立支援制度に基づく自立相談支援事業に従事する相談支援員等を養成するための研修を実施することにより、相談者の状況に応じた支援に適切につなぐことができる、
高い支援技術を有する支援員の確保を図る。

・老齢基礎年金を満額受給してもなお生活の安定が十分に図れない中国残留邦人等に対して、生活支援給付、住宅支援給付、医療支援給付などの各支援給付を実施し、生活の安定を
図ることで、永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援につながると見込んでいる。
　（国費負担３/４、県又は市負担１/４）
・中国残留邦人等と長年にわたり労苦を共にしてきた配偶者の置かれている事情に鑑み、永住帰国する前からの配偶者に対し、支援給付に加えて配偶者支援金を支給する。
　（国費負担10/10）

生活保護受給者を救護施設等の保護施設に入所又は利用させ、生活困窮者の最低限度の生活の保障をするとともにその自立を図る。



＊厚生労働省では、基本目標＞施策大目標＞施策目標を設定して、政策を実施しています。

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

196,269 638,006 4,162,253 1,430,708 3,285,675

0 0 0 0 -

0 0 0 0 -

196,269 638,006 4,162,253 1,430,708 3,285,675

141,480 380,419 2,842,504 1,229,724

72.1% 59.6% 68.3% 86.0%

基準年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

12回以上 12回以上 12回 10回 10回

14回 10回 5回 10回 －

－
必要な法令
整備

必要な法令
整備

必要な法令
整備

必要な法令
整備

年金関連４
法の成立

年金関連４
法の施行に
向けた法令
整備の実施

年金関連４
法の施行に
向けた法令
整備の実施

年金関連４
法の施行に
向けた法令
整備の実施

-

－ －
財政検証の
実施

財政検証の
結果等を踏
まえた必要
な検討の実

施

持続可能な
公的年金制
度の構築に
向けた議論の
整理を踏まえ
た必要な制度
改正の実施

－ －

財政検証の
実施及び財
政検証の結
果等を踏ま
えた必要な
検討の実施

持続可能な
公的年金制
度の構築に
向けた議論
の整理

－

28年度

・平成24年、社会保障・税一体改革における年金関連4法（※）が成立し、施行に向けた政省令等の整備を行っている所である。これらの法律の
円滑な施行に向け、法令整備を遅滞なく行うことは、健全で信頼される公的年金制度の構築にとって大変重要な意義を持つため、当該指標を選
定した。
　（※）年金関連4法とは、下記の４法をさす。
　○公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能強化等のための国民年金法等の一部を改正する法律（平成24年法律第62号）
　○被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平成24年法律第63号）
　○国民年金法等の一部を改正する法律等の一部を改正する法律（平成24年法律第99号）
　○年金生活者支援給付金の支給に関する法律（平成24年法律第102号）

・平成26年6月に行われた「財政検証」や、制度改革を実施した場合を仮定して行った「オプション試算」の結果などを踏まえ、「持続可能な社会
保障制度の確立を図るための推進に関する法律」（平成25年法律第112号。以下「プログラム法」という）に挙げられた検討課題（※）等について、
社会保障審議会年金部会等で検討を行った。
・平成27年1月に社会保障審議会年金部会における議論の整理を取りまとめ、その後の調整状況について、平成27年12月に年金部会に報告し
たところ。
・公的年金制度の持続可能性を強化し、セーフティネット機能を強化するという観点から、これらについて検討を進めることは、将来にわたって国
民に信頼される公的年金制度の構築にとって重要であるため、当該指標を選定した。
　（※）プログラム法に挙げられた検討課題とは、下記の４つの項目をさす。
　①マクロ経済スライドの見直し
　②短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大
　③高齢期の就労と年金受給の在り方
　④高所得者の年金給付の見直し

測定指標
（定性的）

目標
施策の進捗状況（実績）

持続可能な公的年金制度の構築
【ＡＰ改革項目関連：社会保障分野
㊴】

持続可能性・セーフティネット機能
の強化に向けた検討と必要な制度
改正の実施

28年度

政策評価実施予定
時期(評価予定表）

施策の背景・枠組み
（根拠法令、政府決定、関連計画等）

年度ごとの実績値測定指標
（定量的）

基準値 目標値

1,027,654

施策の進捗状況（目標）

　公的年金制度は、現在の高齢者に対する年金給付を、現在の現役世代が支払う保険料で賄うという、世代と世代の支え合いの考え方に基づいて成り立っており、賃金や物価の上昇など、
長期間の社会経済の変動に対応して、実質的に価値のある年金を支給することにより、終身にわたって高齢者の生活の基本部分を支えることを目的としている。
　また、定期的に公的年金制度の財政状況を検証することで、将来世代にわたり持続可能な公的年金制度の構築を目指している。
【根拠法令等】
○　厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）
○　国民年金法（昭和34年法律第141号）　　　　　等

合計(d=a+b+c)

施策に関係する内
閣の重要施策（施
政方針演説等のう
ち主なもの）

施政方針演説等の名称

繰越し等©

予算の状
況

（千円）

執行額(千円、e)

執行率(％、e/d）

－ － 10回 28年度

国際化の進展に伴い、外国に派遣される日本人や外国から派遣される外国人などが増加している。
このような方々について、
・　両国の年金制度などに二重加入することによる保険料の二重払いを防ぐため
・　両国で年金制度に加入していた期間を通算することにより、それぞれの加入期間に応じた年金をそれぞれの国の制度から受けられるように
するため
外国との間で社会保障協定の締結を進めている。
相手国と協定締結及び円滑な運用に向けた協議を精力的に進める必要があるため、協議回数を指標としている。協議開催の可否は相手国の
事情等により変動しうるため、過去の実績を踏まえ目標値を設定している。
※　なお、相手国との協議を開催するにあたっては、外交上の手続きを経る必要がある。

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

目標年度

1
社会保障協定に係る相手国政府等
との協議実施回数

3

年度ごとの目標値

2

社会保障・税一体改革における年
金関連４法の円滑な施行
【ＡＰ改革項目関連：社会保障分野
㊴】

円滑な施行に向けた法令等の整備

平成28年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策目標名 国民に信頼される持続可能な公的年金制度を構築すること（施策目標Ⅸ－１－１） 作成責任者名

総務課長　依田　泰
年金課長　間隆一郎
数理課長　武藤憲真
国際年金課長　阿萬哲也
首席年金数理官　真鍋伸子
事業管理課長　高橋和久

施策の概要

本施策は、次の項目を柱に実施している。
・現行の公的年金制度を改善する。
・公的年金制度の持続可能性を検証する。
・国際化の進展への対応を図る。

年金局

基本目標Ⅸ　高齢者ができる限り自立し、生きがいを持ち、安心して暮らせる社会づくりを推進すること
施策大目標１　老後生活の経済的自立の基礎となる所得保障の充実を図ること

年月日 関係部分（概要・記載箇所）

担当
部局名

政策体系上の
位置づけ

－
施策の予算額・執行額

29年度要求額区分

当初予算(a)

補正予算(b)

1,027,654

－ －

（厚生労働省２８（Ⅸ－１－１））

２４ ２５ ２６ ２７ ２８

○



２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

２６年度 ２７年度

(1)

公的年金制度の持続可能性確保
に必要な経費（昭和17年度）
【ＡＰ改革項目関連：社会保障分野
㊴】

1.35億円
(0.77億円)

1.26億円
(0.86億円)

1.13億円 3 771

(2)
公的年金財政検証関係経費（平成
13年度）

0.37億円
（0.37億
円）

0.34億円
(0.30億円)

0.16億円 3 772

(3)

年金生活者支援給付金の支給準
備に必要な経費（平成25年度）
【ＡＰ改革項目関連：社会保障分野
㊴】

39.90億円
（27.29億
円）

12.71億円
（11.14億
円）

31.57億円 － 773

補正後予算額（執行額）

達成手段の概要、施策目標達成への寄与の内容等
達成手段
（開始年度）

平成２８年行政事業レビュー事業番号

・公的年金制度の持続可能性の確保や現行の公的年金制度の改善に向けた企画立案に寄与し、国民に信頼される公的年金制度を構築するため、国民年金及び厚生年金保険
の財政状況について、５年ごとに保険料、国庫負担額及び給付費等について検証を行う。併せて、「財政の現況及び見通し」を作成し公表を行う。
・国民年金及び厚生年金保険の財政状況の検証等を行うことにより、公的年金制度の持続可能性の確保や現行の公的年金制度の改善に向けた企画立案に寄与し、国民に信頼
される公的年金制度を構築することができる。

・社会保障審議会年金数理部会の審議に資するために公的年金財政評価システムを改修し、年金数理部会において、毎年度の財政状況等の分析・評価と財政検証・財政再計
算時における検証（レビュー）の支援を行う。
・厚生年金、国民年金、共済組合の年金財政について、安定性、公平性の確保に関し、年金数理的な視点から統一的な検証を行うことができる。

（参考）測定指標

老齢、障害、遺族の各支援給付金を支給するため、社会保険オンラインシステムの改修及び市町村等のシステム改修にかかる交付金の支給を行う。

（年金給付システム）25年度開発着手、28年度完成
・市区町村から給付金の支給認定に必要な所得情報を得るための情報交換や当該所得に基づく支給要件審査等に必要な機能を整備する。

（記録管理システム）26年度開発着手、27年度完成
・年金事務所からの給付金申請書等の入力事務等を可能にするために、オンラインネットワーク機能を整備する。

２８年度
当初
予算額

関連する
指標番号



＊厚生労働省では、基本目標＞施策大目標＞施策目標を設定して、政策を実施しています。

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度
2,358,110,326 2,513,720,231 2,646,861,250 2,697,215,740 2,777,192,259

-909,697 39,350,319 9,257,858 111,046,426

57,178,217 10,977,081 41,651,610

2,414,378,846 2,564,047,631 2,697,770,718 2,808,262,166 2,777,192,259

2,407,328,045 2,502,650,580 2,627,549,139 2,765,844,931

99.7% 97.6% 97.4% 98.5%

基準年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

78.5%以上 83.5%以上 83.2%以上
前年度以

上
前年度以

上

83.5% 83.2% 集計中 集計中 -

15,929以
上

21,201以
上

22,391以上
24,221以

上
前年度以

上

21,201 22,391 24,221 集計中 -

－
404万人

以上
499万人以

上
611万人

以上
750万人以

上

404万人 499万人 611万人 750万人 -

－
3.7万人
以上

4.5万人
以上

6.4万人以
上

9.2万人以
上

3.7万人 4.5万人 6.4万人 9.2万人 -

主要介護給付適正化事業のうち
「縦覧点検・医療情報との突合」を
実施する保険者の割合
【ＡＰ改革項目関連：社会保障分野
⑦⑰】

毎年度

介護給付適正化事業は、「第３期介護給付適正化計画」に基づき、保険者が介護サービスを必要とする利用者に適切なサービスの確保と、そ
の結果としての費用の効率化を通じて制度運営の適正化を図るものである。その中でも費用対効果が見込まれる「縦覧点検・医療情報との突
合」を実施する保険者割合を指標として設定し、毎年度その数を上伸させることを目標とした。

ただし、「第３期介護給付適正化計画」については事業の実施を目的化するのではなく、具体的な実施状況や実施内容にも着目し、評価を行
いながら、取り組んでいくこととしている。

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活するために必要な介護サービス量を確保することが必要不可欠であるため、地域密着型サービス事
業所数を指標として設定し、毎年度その数を上伸させることを目標とした。

【本目標は、AP⑦のKPIのうち、「地域包括ケアシステム構築のために必要な介護インフラに係る第６期介護保険事業計画のサービスの見込み
量に対する進捗状況（小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護）【100％】」の達成に資
するもの。】

認知症高齢者が住み慣れた地域で安心して生活するために、認知症の方々を理解し、温かく見守り、支援する認知症サポーターの養成を行っ
ており、その人数を指標として選定した。認知症サポーターの養成については、認知症施策推進総合戦略において、平成29年度末までに800万
人を養成するという目標を掲げており、毎年度その数値を上伸させることを目標としている。

4

認知症サポート医養成研修、かか
りつけ医認知症対応力向上研修、
一般病院勤務の医師、看護師等の
医療従事者に対する認知症対応力
向上研修のいずれかを修了した医
師等の合計値の累計値
【ＡＰ改革項目関連：社会保障分野
⑦⑰】

－ － 15.2万人 平成29年度末

1

※認知症サポート医養成研修、かかりつけ医認知症対応力向上研修、一般病院勤務の医師、看護師等の医療従事者に対する認知症対応力
向上研修については平成27年度から基金事業に移行。

認知症高齢者が住み慣れた地域で安心して生活するためには、早期診断・早期対応や認知症医療や介護における医療・介護の連携が不可
欠であり、その役割を担う認知症サポート医養成研修、かかりつけ医認知症対応力向上研修、一般病院勤務の医師、看護師等の医療従事者に
対する認知症対応力向上研修のいずれかを修了した医師等の合計の累計値を指標として選定した。これらの累計修了者数については、認知症
施策推進総合戦略において、平成29年度末までに15.2万人という目標を掲げており、毎年度その数値を上伸させることを目標としている。

集計中 27年度
前年度以

上

3
認知症サポーター数
【ＡＰ改革項目関連：社会保障分野
⑦⑰】

－ － 800万人 平成29年度末

2

地域密着型サービス事業所数
【ＡＰ改革項目関連：社会保障分野
⑦】

集計中 27年度
前年度以

上
毎年度

施策の予算額・執行額

平成28年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策目標名
介護保険制度の適切な運営を図るとともに、質・量両面にわたり介護サービス基盤の整備を図ること（施策目標Ⅸ－３－
２）

作成責任者名 総務課長　日原　知己

施策の概要
本施策は、介護保険制度の適切な運営を図るとともに、必要な介護サービスの量及び質の確保や認知症高齢者支援対
策の推進を図るために実施している。

29年度要求額

政策体系上の
位置づけ

基本目標Ⅸ　高齢者ができる限り自立し、生きがいを持ち、安心して暮らせる社会づくりを推進すること
　　施策大目標３　高齢者の健康づくり・生きがいづくりを推進するとともに、介護保険制度の適切な運営等を通じて、介護
を必要とする高齢者への支援を図ること

老健局総務課
担当

部局名

区分 施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（概要・記載箇所）

施政方針演説（安倍総理） 平成28年1月22日 介護離職ゼロを実現するため、介護サービスの基盤の整備
等を進める決意を表明。

2,881,216,486

2,881,216,486

　本施策は、加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等により要介護状態となり、入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練並びに看護及び療養上の管理その他の医療を要
する者等について、これらの者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な保健医療サービス及び福祉サービスに係る給付を行うた
め、国民の共同連帯の理念に基づき介護保険制度を設け、その行う保険給付等に関して必要な事項を定め、もって国民の保健医療の向上及び福祉の増進を図ることを目的として
いる（平成12年4月に介護保険法施行）。
　今後、高齢化が一層進展するとともに、一人暮らし高齢者の増加や要介護度の重度化が進む中で、高齢者が住み慣れた地域で自立した生活ができるよう、医療、介護、予防、住
まい、生活支援サービスが切れ目なく有機的かつ一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の構築を進めることが必要である。そのため、平成23年及び平成26年に介護保険法
を改正し、地域包括ケアシステムの構築をさらに進めることとしている。

合計(d=a+b+c)

繰越し等©

予算の状
況

（千円）

執行額(千円、e)

執行率(％、e/d）

施策に関係する内
閣の重要施策（施
政方針演説等のう
ち主なもの）

当初予算(a)

政策評価実施予定
時期(評価予定表）

測定指標
（定量的）

基準値 目標値

年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

目標年度

年度ごとの実績値

補正予算(b)

施策の背景・枠組み
（根拠法令、政府決定、関連計画等）

（厚生労働省２８（Ⅸ－３－２））

２４ ２５ ２６ ２７ ２８

○



7.6%以下 7.5％以下 7.3%以下 7.3%以下 7.2%以下

7.5% 7.3% 7.3% 7.2% -

14.3％以
下

13.3％以
下

12.0%以下 11.5%以下 10.7%以下

13.3% 12.0% 11.5% 10.7% -

- - - - 283以上

- - - 283 -

- - - - 897以上

- - - 897 -

- - - - 744以上

- - - 744 -

- - - - 1,042以上

- - - 1,042 -

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

目標年度

5

要介護認定に係る一次判定から二
次判定における変更率のバラツキ
指標である標準偏差
【ＡＰ改革項目関連：社会保障分野
⑦⑰】

毎年度

毎年度

国民の保健医療の向上及び福祉の増進等のため、全国的に一定水準のサービスを利用できるようにすることが必要であり、要介護認定の適
正化を通じて、介護保険制度の適切な運営を図ることが必要である。
そのため、指標として、要介護認定に係る一次判定結果の二次判定における重度変更率の平均値を指標として設定し、毎年度その数値を縮小
させることを目標とする。
この指標を用いることにより、二次判定のもととなる認定調査の質の向上が図られていること、二次判定が適切に実施されていることが確認でき
ると考えている。
※数値は、平成24,25,26年度要介護認定適正化事業報告書から引用。

施策の進捗状況（目標）

施策の進捗状況（実績）

国民の保健医療の向上及び福祉の増進等のため、全国的に一定水準のサービスを利用できるようにすることが必要であり、要介護認定の適
正化を通じて、介護保険制度の適切な運営を図ることが必要である。
そのため、指標として、要介護認定に係る一次判定結果の二次判定における重軽度変更率におけるバラツキ指標である標準偏差を指標として
設定し、毎年度その数値を縮小させることを目標とする。
※数値は、平成24,25,26年度要介護認定適正化事業報告書から引用。

測定指標
（定性的）

目標

（参考）測定指標

要介護認定に係る一次判定から二
次判定における変更率の平均値
【ＡＰ改革項目関連：社会保障分野
⑦⑰】

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

6 10.7% 27年度
前年度に

比べ、平均
値を縮小

7.2% 27年度

前年度に
比べ、標準
偏差を縮

小

8
在宅医療・介護連携推進事業の実
施保険者数【ＡＰ改革項目関連：社
会保障分野⑦】

- 27年度 1,579 平成29年度末

重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療と介護の連携により、高齢者
の生活に対して包括的な支援体制をつくることが、必要である。
　そのため、指標として、在宅医療・介護連携推進事業の実施保険者数を毎年度その数値を増加させることを目標とする
総合事業・包括的支援事業（社会保障充実分）　実施時期調査　集計（平成２８年１月４日現在）から引用。

7
介護予防・日常生活支援総合事業
の実施保険者数【ＡＰ改革項目関
連：社会保障分野⑦】

- 27年度 1,579 平成29年度末

要支援相当の高齢者への生活支援と介護予防を図るためには、市町村が中心となって、地域の実情に応じて、住民等の多様な主体が参画
し、多様なサービスを充実することが重要である。
　そのため、介護予防・日常生活支援総合事業の実施保険者数を毎年度その数値を増加させることを目標とする。
　この指標を用いることにより、多様な主体による多様なサービスによる介護サービス基盤の整備状況が確認できると考えている。
※数値は、総合事業・包括的支援事業（社会保障充実分）　実施時期調査　集計（平成２８年１月４日現在）から引用。

9
生活支援体制整備事業の実施保
険者数【ＡＰ改革項目関連：社会保
障分野⑦】

- 27年度 1,579 平成29年度末

地域包括ケアシステムを構築する上で、市町村が中心となり、元気な高齢者をはじめ、住民が担い手として参加する住民主体の活動やNPO、
社会福祉協議会、地縁組織、民間企業などの多様な主体による多様なサービスの提供体制を構築し、高齢者を支える地域の支え合いの体制
づくりを推進していく必要がある。
そのため、指標として、生活支援体制整備事業の実施保険者数を毎年度その数値を増加させることを目標とする。
※総合事業・包括的支援事業（社会保障充実分）　実施時期調査　集計（平成２８年１月４日現在）から引用。

10
認知症総合支援事業の実施保険
者数【ＡＰ改革項目関連：社会保障
分野⑦】

- 27年度 1,579 平成29年度末

認知症高齢者の増加を踏まえ、認知症の人の介護者の負担を軽減し、認知症の人やその家族が住み慣れた地域で安心して生活するために
は、早期診断・早期対応や医療・介護の関係機関による連携が不可欠である。認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）においては、各市
町村は平成30年度までに認知症総合支援事業を実施することとなっている。
　そのため、指標として認知症総合支援事業の実施保険者数を掲げ、毎年度その数値を増加させることを目標とする。
総合事業・包括的支援事業（社会保障充実分）　実施時期調査　集計（平成２８年１月４日現在）から引用。



２６年度 ２７年度

(1)

地域介護・福祉空間整備等施設整
備交付金
　（平成17年度）
【ＡＰ改革項目関連：社会保障分野
⑦】

77.2億円
（55.5億

円）

23.1億円
（5.0億円）

20.7億円 2 799

(2)

介護保険事業費補助金
（平成12年度）
【ＡＰ改革項目関連：社会保障分野
⑦㉒】

85.9億円
(75.9億円)

62億円
（49.4億

円）
52.6億円 3 800

(3)

地域医療介護総合確保基金
（平成27年度）
【ＡＰ改革項目関連：社会保障分野
⑦㉒】

-
1,524億円
（1,292億

円）
483億円 2,4 812

(4)

地域介護・福祉空間整備推進交付
金
　（平成18年度））
【ＡＰ改革項目関連：社会保障分野
⑦】

8億円
（6.4億円）

56.7億円
（1.5億円）

0.5億円 2 807

(5)

介護保険施行企画指導費等
①介護保険事業状況報告（年報・
月報）作成経費→【事業報告】
（平成12年度）
②介護政策評価支援システム経費
→【政策評価】
（平成23年度→27年度で終了）
③介護支援専門員名簿管理支援シ
ステム等運用事業→【名簿管理】
（平成17年度）
④介護予防・高齢者生活支援に関
する表彰事業
（平成27年度）
【ＡＰ改革項目関連：社会保障分野
⑦】

0.5億円
（0.3億円）

0.5億円
（0.3億円）

0.4億円 - 797

(6)

介護サービス指導者等養成・認定
調査員研修等事業等
①介護サービス指導者等養成研修
等事業（平成23年度）
②認定調査員研修等事業（平成11
年度）
【ＡＰ改革項目関連：社会保障分野
⑦㉒】

1.0億円
（1.0億円）

1.2億円
（1.2億円）

1.1億円 - 798

(7)

国民健康保険中央会施行経費等
（(項)介護保険制度運営推進費
（平成１２年度））
【ＡＰ改革項目関連：社会保障分野
⑦⑰】

29.3億円
（29.3億

円）

7.1億円
（7.1億円）

7.2億円 1

都道府県または市区町村等が行う以下のような介護関連事業に対し、当該経費等の一部又は全部を補助する。
【認知症施策等総合支援事業】
認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続けることができるよう介護、医療、地域支援、権利擁護、若年性認知症の各
分野において事業を実施する。

認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続けることができる社会の実現を目指すためには、その地域における認知症
の理解者を増やし、その地域の中で認知症の人やその家族を見守り、支援をしていく事が必要である。そのため、認知症に関する正しい知識と理解を持ち、地域で認知
症の人やその家族に対してできる範囲で手助けをする認知症サポーターを養成することが重要である。

各市町村が策定する計画に基づく先進的な事業等の実施に、必要な設備やシステムに要する費用を助成するために交付金を交付することにより、高齢者が住み慣れ
た地域で安心して生活するために必要な介護サービスをより一層確保することができる。

①・全国の保険者（1,579保険者、26年度末）を対象に、第１号被保険者数、要介護（要支援）認定者数、サービス受給者数、給付費等の実績報告を取り、集計結果をイ
ンターネット上で公表する。
 　・介護保険事業の実施状況を把握することにより、今後の介護保険制度の円滑な運営を確保することができる。
③・各都道府県における介護支援専門員登録等業務の円滑化及び介護保険事業者の指定等事務の適正化を支援し、介護保険サービスの質の確保を図るため、介護
保険事業者及び介護支援専門員管理システムの運用保守を行う。
 　・介護支援専門員管理システムの運用を通じて、各都道府県間で介護支援専門員の資格消除者の情報や取消事業者名等の情報を共有すること等により、介護保険
サービスの質を向上することができる。
④「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律」第５条を踏まえ、自助努力が喚起される仕組みにより個人の主体的な介護予防等を奨励
するため、「健康寿命をのばそう！アワード」の募集対象を拡充・発展させ、介護予防・高齢者生活支援に係る表彰を行う。

【介護サービス指導者等養成研修等事業】
　(介護支援専門員研修改善事業)
各都道府県が行う介護支援専門員法定研修の水準の平準化を図るため、研修指導者に対する養成研修を行う。
【介護職員資質向上促進事業】
介護事業所・施設内におけるＯＪＴ（On-the-Job Training）を通じて介護職員の実践的な職業能力の向上を図りつつ、その能力を評価・認定することにより、介護事業所
等における人材を育成する。
【認定調査員等研修事業】
都道府県又は指定都市が実施する認定調査員、介護認定審査会委員、及び主治医等に対する研修事業について、その費用の一部を補助する。

介護保険事業の見直しや新たな行政課題に対応するため、特に専門的な知見や一定の質の確保が必要な事業における都道府県研修の指導者等の養成、要介護認
定の適正な実施の重要性に鑑みた認定調査員、介護認定審査会委員、及び主治医等に対する研修の実施により、質の高い介護サービスの全国展開を促進し、もって
介護保険制度の円滑かつ適正な実施を図ることが出来る。

・介護保険制度における介護報酬の審査支払等が、円滑かつ適切に行われるよう、国民健康保険中央会において、①統一的な仕様の介護保険審査支払等システムを
構築及び運用等を行う。②通常の介護報酬の審査では検出困難な不正又は不適切な請求を容易に発見し、解消することを可能とする国保連合会介護給付適正化シ
ステムの構築及び運用等を行う。
・介護報酬の審査支払等が円滑かつ適切に行われるよう、着実にシステムを運用することにより、介護保険制度の円滑かつ安定的な運営を確保することができる。

地域包括ケアシステムの構築に向けて、都道府県計画に基づき、地域密着型サービス等、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進するための支援を
行うことにより、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活するために必要な介護サービスをより一層確保することができる。
また、早期診断・早期対応や地域における医療・介護の連携が必要不可欠であり、その役割を担う、認知症サポート医養成研修やかかりつけ医認知症対応力向上研
修、一般病院勤務の医師、看護師等の医療従事者に対する認知症対応力向上研修を修了した医師等の存在が必要不可欠である。
本事業の実施により、これらの人材の養成等を行うことができ、認知症施策の推進を図ることができる。

達成手段の概要、施策目標達成への寄与の内容等
達成手段

（開始年度）

補正後予算額（執行額） ２８年度
当初

予算額

関連する
指標番号

平成２８年行政事業レビュー事業番号

各地方公共団体が、地域の実情に合わせて裁量や自主性を生かしながら介護サービス基盤等を整備する際に、施設の整備に要する費用に対して補助を実施してい
る。

各市町村が策定する整備計画に基づく介護予防・生活支援拠点整備に要する費用及び既存介護施設等のスプリンクラー等の設置・耐震化整備を実施することにより、
高齢者が住み慣れた地域で安心して生活するために必要な介護サービスをより一層確保することができる。



(8)

介護給付費等負担金
（平成12年度）
【ＡＰ改革項目関連：社会保障分野
⑦⑰】

16,680億
円（16,344

億円）

17,031億
円

（17,017億
円）

17,790億円 - 808

(9)

介護給付費財政調整交付金
（平成12年度）
【ＡＰ改革項目関連：社会保障分野
⑦⑰】

4,633億円
（4516.9億

円）

4,688億円
（4508.9億

円）
4,823億円 - 809

(10)

介護納付金負担金等
（平成12年度）
【ＡＰ改革項目関連：社会保障分野
⑦⑰】

4,942億円
(4,942億

円)

4,588億円
(4,588億

円）
4,497億円 - 810

(11)

要介護認定情報管理・分析事業費
（平成12年度）
【ＡＰ改革項目関連：社会保障分野
⑦⑰㉒】

14.3億円
(13.5億円)

10.9億円
（10.9億

円）
16.6億円 5,6 812

(12)

要介護者等自立支援推進事業
（平成25年度）
【ＡＰ改革項目関連：社会保障分野
⑦】

0.3億円
（0.3億円）

0.7億円
（0.7億円）

0.4億円 - 828

(13)

介護保険関係業務費補助金
（平成12年度）
【ＡＰ改革項目関連：社会保障分野
⑦】

2.3億円
（2.3億円）

2.3億円
（集計中）

3.1億円 - 806

要介護高齢者等の自立支援を推進する事業として以下の事業を実施することにより、要介護高齢者等の自立の推進が図られる。

【地域ケア会議活用推進等事業】
地域ケア会議の先駆的な取組、活用方法について、全国の自治体でノウハウの共有を図る全国会議を実施するとともに、地域ケア会議を効果的に運営することができ
る人材の育成を目的とした実務者研修等を実施する。
【認知症サポーター等推進事業】
認知症に関する正しい知識と理解を持ち、地域や職域で認知症の人や家族に対してできる範囲での手助けをする認知症サポーターの先駆的な優良活動について、国
において、広く各自治体に周知する機会を設けることにより、認知症サポーターの士気の向上を図るとともに、自治体等における認知症サポーターの活動支援を図る。
【生活支援コーディネーター指導者養成研修事業】
住民主体の通いの場の充実、互助の取組による見守りや外出、買い物等の支援など地域の支え合いの体制作りの充実・強化を図る生活支援コーディネーターを養成
するための指導者を養成する研修を実施する。

・社会保険診療報酬支払基金が行う介護保険関係業務の事務処理に必要な経費を補助するもの。
【介護保険関係業務】
　①医療保険者から40歳以上65歳未満の医療保険加入者（第2号被保険者）に係る介護保険料（介護給付費・地域支援事業支援納付金）の徴収
　②市町村（保険者）に対する交付金（介護給付費交付金及び地域支援事業支援交付金）の交付
・介護保険関係業務の適正かつ円滑な運用が図れるよう、事業の遂行に必要な事務処理経費を補助することにより、介護保険制度の円滑かつ安定的な運営を確保す
ることができる。

・保険者（市町村）に対し、法律に基づき、介護給付及び予防給付等に要する費用の負担を行うことにより、各保険者の介護保険財政の安定化が図られ、介護保険制
度の円滑かつ安定的な運営を確保することができる。
　＜介護給付及び予防給付等に要する費用の負担割合＞
　　・国・・・（１）介護給付費負担金　施設15％、その他20％
　　　　　　　（２）介護給付費財政調整交付金　5％
　　・都道府県･･･施設17.5％、その他12.5％
　　・市町村･･･12.5％
　　・１号保険料･･･22％
　　・２号保険料･･･28％
・介護給付及び予防給付等に要する費用負担の一翼を担い、各保険者の介護保険財政の安定化が図られることにより、介護保険制度の円滑かつ安定的な運営を確
保することができる。
・給付費の５割とは別枠で低所得者保険料軽減負担金を投入し、低所得の高齢者の保険料の軽減強化を図る。
　＜低所得者保険料軽減負担金に要する費用の負担割合＞
　　・国・・・50％
　　・都道府県・・・25％
　　・市町村・・・25％

①介護事業実態調査事業：介護報酬の改定の影響について調査・分析することにより、次期報酬改定に必要な基礎資料を得る。
②要介護認定適正化事業：市町村等の介護認定審査会の審査を訪問・傍聴し、審査会の運営手順や認定調査の状況等について技術的助言等を行う。
③福祉用具臨床的評価事業：福祉用具に関する臨床的（安全性・機能性・操作性等）評価等を実施する。
④介護保険総合データベース管理運営事業：介護保険総合データベースを用いた集計・分析結果により、介護サービスの利用実態、要介護認定者の健康状態による
必要な介護サービスの実態等を把握でき、市町村における介護保険の適正な運営等に資するための資料を得る。
⑤介護サービス情報公表システム整備等事業：全国の介護サービス事業所や地域包括支援センター、生活支援等サービスの情報を公表し、利用者の介護サービスや
高齢者の日常生活に必要なサービスの選択を支援するためのシステム運用等を行う。
⑥情報公表制度支援事業：介護保険法に基づく介護サービス情報の公表制度の実施主体である都道府県に対して、全国的な見地から支援を行うとともに、制度改正
を踏まえた公表項目の見直しや地域包括ケアシステム構築に資するシステム改修に向けた公表項目の検討を行う。
⑦介護報酬改定検証・研究委員会事業：社会保障審議会介護給付費分科会に設置された介護報酬改定検証・研究委員会において、平成27年度介護報酬改定の効果
の検証や「平成27年度介護報酬改定に関する審議報告」において検討が必要とされた事項について実態調査等を実施する。
⑧介護ロボット開発等加速化事業：介護ロボット等の開発・普及について、開発企業と介護現場の協議を通じ着想段階から現場のニーズを開発内容に反映、開発中へ
の試作機へのアドバイス、開発された機器を用いた効果的な介護技術の構築など、各段階で必要な支援を行うことにより、加速化を図る。
⑨「見える化」推進事業：全国・都道府県・市町村・日常生活圏域別の特徴や課題、取組等を客観的かつ容易に把握できるよう、介護・医療関連情報の共有（「見える
化」）のためのシステムの構築等を推進する。
⑩介護予防及び在宅医療・介護連携推進支援事業：市町村や市町村が想定している委託先（郡市区医師会等）、保健所を含む都道府県等を対象として、在宅医療・介
護連携推進事業の立案計画能力の向上と、体操などを行う住民運営の通いの場を充実させるような地域づくりを推進するために、一部の都道府県及び市町村等に対
して技術的支援を行う。

高齢者が急増していく中で、高齢者が介護を必要とする状態となっても、尊厳を持ってその有する能力に応じて自立した生活を住み慣れた地域で継続できるよう、介護
保険制度の適切な運営を図ることができる。

市町村国保等及び協会けんぽが納付する介護納付金に対する国庫負担（補助）
　（補助率　市町村国保：32/100及び9/100、協会けんぽ：164/1000　等）
医療保険者が負担する介護納付金に、一定割合の国庫負担（補助）を導入することにより、安定的な医療保険財政の運営を図る。

・各保険者（市町村）に対し、法律に基づき、介護給付及び予防給付等に要する費用の５％を総額として、各保険者（市町村）間における介護保険の財政調整を行う。
・第一号被保険者の後期高齢者加入割合等を考慮し、各保険者（市町村）間の財政調整を行うことにより、介護保険制度の安定的な運営を図ることができる。



＊厚生労働省では、基本目標＞施策大目標＞施策目標を設定して、政策を実施しています。

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

498,552 489,952 450,701 472,648 472,962

0 0 0 0 -

0 0 0 0 -

498,552 489,952 450,701 472,648 472,962

483,539 466,175 450,697 472,648

97.0% 95.1% 100.0% 100.0%

基準年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

- - - - 65%

57% - 53% 45% －

- - - - 10か所

- - １２か所 11か所 －

２６年度 ２７年度

(1)
申請・届出等手続の電子化

451百万円
（451百万

円）

473百万円
(473百万

円)
473百万円 1 -

(2)
「厚生労働省改善取組計画」に基づ
く各種取組の実施 - - - 1 -

平成28年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策目標名
行政分野へのＩＴ（情報通信技術）の活用とこれに併せた業務や制度の見直しにより、国民の利便性の向上と行政運営
の簡素化、効率化を図ること（施策目標ＸⅡ－１－１）

担当
部局名

政策統括官付情報化担当参事官
室

作成責任者名 情報化担当参事官　佐々木　裕介

施策の概要 利用者の視点に立ったオンライン利用を推進。
政策体系上の

位置づけ
基本目標ⅩⅡ　国民生活の利便性の向上に関わるＩＴ化を推進すること
　施策大目標1　電子行政推進に関する基本方針を推進すること

施策の予算額・執行額

区分 29年度要求額

施策に関係する内
閣の重要施策（施
政方針演説等のう
ち主なもの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（概要・記載箇所）

予算の状
況

（千円）

当初予算(a) 437,243

－ － －

補正予算(b)

繰越し等©

合計(d=a+b+c) 437,243

執行額(千円、e)

執行率(％、e/d）

施策の背景・枠組み
（根拠法令、政府決定、関連計画等）

申請等の手続を自宅や職場からインターネットを経由して受け付けるオンライン利用については、「e-Japan戦略（平成13年1月22日IT戦略本部決定）」により、実質的にすべての行
政手続を対象とする方針の下で取組みを進めてきたところ。「新たなオンライン利用に関する計画（平成23年8月3日IT戦略本部決定）」においては、利用者の負担軽減や利便性向
上に一層注力することとされ、厚生労働省では、業務・システムの改善及び行政運営の効率化を着実かつ計画的に実行するための計画（業務プロセス改革計画）を策定し、各種取
組を進めてきたところ。また、「世界最先端ＩＴ国家創造宣言（平成26年６月14日閣議決定）」に基づき、「オンライン手続の利便性向上に向けた改善方針（各府省情報化統括責任者
（CIO）連絡会議決定）」が策定されたことに伴い、新たに「厚生労働省改善取組計画」を策定し、引き続き添付書類の削減、申請システムの使い勝手の向上等の取組みを計画的に
推進していく。

政策評価実施予定
時期(評価予定表）

測定指標
（定量的）

基準値 目標値

年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

1
オンライン申請に係る利用者の満
足度

57% 24年度

社会保険・労働保険手続のオンライン申請については、ＨＰ等において周知を行っているが、実際に個別に訪問して勧奨し導入方法等を説明す
る取組を行うことが企業にとっても導入の契機となり、効果的にオンライン利用が推進されるため、利用勧奨訪問数を指標として選定した。
電子政府利用促進週間において集中的に訪問すること及び年度毎に各業界の従業員数ベスト１０を選出して訪問することが効果的であること
から、目標値については10か所としている。

年度ごとの実績値

目標年度

65% 28年度 「厚生労働省改善取組計画」において、利用者の満足度を平成２８年度までに６５％とすることが定められているため。

申請・届出等手続のオンライン申請等を可能とするための受付システムの運用経費。
（e-Gov電子申請システムと連携することにより、オンライン申請等のワンストップサービスを可能とする。）

次の取組を行い、オンライン申請に係る利用者の満足度を向上させる。
　・申請に必要な添付書類の削減、簡素化
　・電子証明書について公的個人認証を用いることを可能にするなど、本人確認方法の見直し
　・申請時の留意点をわかりやすく記載するなど、利用マニュアルを改訂
　・オンライン申請等に係る事務処理の見直しにより、処理期間を短縮
　・添付容量を拡大し、画像ファイルを利用可能とするなど、申請システムの使い勝手を向上
　・オンライン申請のメリット等の広報、普及啓発、講習会での講義
　・外部と連携する仕様が公開されたことにより、民間ソフトウエア会社と情報共有を行い、使い勝手の良い労務管理等ソフトウエアからの申請を促進

※ 各取組みは、基準システム、ハローワークシステム、年金システムなど各々の運用の中での一部であり、オンライン申請に関する予算額のみを抽出して算出できな
いため、予算額の記載はしていない。

- - 10か所

達成手段
（開始年度）

2

補正後予算額（執行額） ２８年度
当初

予算額

関連する
指標番号

達成手段の概要、施策目標達成への寄与の内容等 平成２８年行政事業レビュー事業番号

大規模事業所への社会保険・労働
保険手続のオンライン申請利用勧
奨訪問

28年度

（厚生労働省２８（Ⅻ－１－１））

２４ ２５ ２６ ２７ ２８

○


